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憲法の危機に立ち上がろう 

 

 安倍晋三政権は、特に２０１２年の第２次政権以降、「戦後レジームからの脱却」を唱え、

国民の強い反対の声を押し切って、特定秘密保護法の強行成立、国家安全保障会議の創設と国

家安全保障戦略の決定、武器輸出三原則の廃止と防衛装備移転三原則の決定、武器の共同開発

の推進、日米防衛協力ガイドラインの第３次改定、戦争法（安保関連法）の制定、刑事訴訟法

・盗聴法（通信傍受法）改悪、そして今年６月１５日の共謀罪法案の強行成立と、矢継ぎ早に

憲法破壊の法制、施策を進めてきました。 

 こうした経緯を経て、安倍首相は今年５月３日以降、「憲法９条１項２項を残したまま３項

を加え自衛隊を書き込む」と提案し、秋の臨時国会で自民党改憲案を国会に提出、来年６月を

目標として通常国会で改憲の発議、国民投票を経て２０２０年新憲法施行という改憲スケジュ

ールを打ち出しました。 

 ３１０万を超す日本人と２０００万に及ぶアジアの人たちの犠牲の上に生まれた日本国憲法

は、戦後７０年余、日本を戦争に巻き込ませず、１人の日本人も戦争で命を落とすことなく、

また１人の外国人兵士をも殺すことなく、平和創造に寄与してきました。 

 しかし、安倍政権は、米国の庇護の下で、沖縄基地の恒久化と「日米軍事一体化」を進め、

「世界で最も企業が活動しやすい国にする」という新自由主義を推進し、教育・文化など国民

の意識をも改変しようとしてきました。そして、今回、遂にその「本丸」である９条をターゲ

ットとして、改憲の具体化に乗り出したのです。 

 特に、安倍政権の政治手法は、日本国憲法の下で長年積み重ねられてきた、社会や政治の民

主主義的ルールを全く無視し、小選挙区制と政党交付金制度による与党内部の締め付けの強化、

内閣府に一元化された官庁の人事権の恣意的運用、重要な行政上の経過を示す公文書の破棄、

隠蔽など、かつてないほどの独裁性を強めてきた点で重大な問題を抱えています。とりわけ第

１９３通常国会における政府・与党の政治行動は、森友学園問題や加計学園問題など首相によ

る政治と行政の「私物化」に対する国民からの異論や質問に答えない「問答無用」の姿勢、最

大の対決法案であった共謀罪法案について「中間報告」という異例の手法で委員会採決を省略

し本会議で採決を強行するなど、あまりにも強引な議事運営に終始したものでした。このよう

な安倍政権に憲法や民主主義を語る資格はありません。 

 さらに、「９条を残したまま憲法に自衛隊を書き込む」とする首相の改憲構想は、公明党の

「加憲」論にすり寄り、「日本会議」の論文に明らかな通り護憲勢力を分断し、憲法９条２項

の戦力不保持の原則を空文化させるものです。世界有数の軍隊に巨大化し、戦争法で米軍等と

共に海外で戦うようになった自衛隊を、「その存在を憲法に書きこむだけなら問題はない」と

いう論理は成り立ちません。しかし安倍政権は、この誤った宣伝を、囲い込んだ巨大マスコミ

を巧妙に使って、広めようとしています。 

 しかし、憲法９条を守り活かすことの意義は、ここ数年、諸悪法への反対運動や「九条の会」

の運動などによって、広く国民の間に共有されてきています。この度の東京都議選の結果はそ

の証左です。私たちは、さらに進んで「安倍改憲論」の狙いを見抜き、広げ、反対してこれを

挫き、併せて憲法を擁護し発展させる運動を一層発展させていかなければなりません。 

 私たちは、憲法を守り活かす法律家として、国民の運動の先頭に立ち、闘いを広げることを、

改めてここに宣言します。日本の平和と民主主義のために、ともに頑張りましょう。 

 

         ２０１７年７月８日 

                                          日本民主法律家協会第５６回定時総会 


